
議案第３６号

杉並区国民健康保険条例の一部を改正する条例

上記の議案を提出する。

平成２７年３月１２日

提出者 杉並区長 田 中 良

杉並区国民健康保険条例の一部を改正する条例

杉並区国民健康保険条例（昭和３４年杉並区条例第２１号）の一部を次のように

改正する。

第１３条の３第１号中「保健事業に要する費用の額」の次に「、法第８１条の２

第１項第１号に掲げる交付金を交付する事業に係る同条第２項の規定による拠出金

（当該事業に関する事務の処理に要する費用に係るものを除く。）の納付に要する

費用の額、同条第１項第２号に掲げる交付金を交付する事業に係る同条第２項の規

定による拠出金（当該事業に関する事務の処理に要する費用に係るものを除く。）

の納付に要する費用の額の２分の１に相当する額」を加え、同条第２号中「その

他」を「、法第８１条の２第１項の規定による交付金並びにその他の」に改める。

附則第４条を次のように改める。

第４条 削除

附 則

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。

２ この条例による改正後の杉並区国民健康保険条例第１３条の３の規定は、平成

２７年度分の保険料から適用し、平成２６年度分までの保険料については、なお

従前の例による。

（提案理由）

一般被保険者に係る基礎賦課総額の特例を恒久化する必要がある。
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杉並区国民健康保険条例の一部を改正する条例新旧対照表

新 条 例 旧 条 例

（一般被保険者に係る基礎賦課総額） （一般被保険者に係る基礎賦課総額）

第１３条の３ 保険料の賦課額のうち一 第１３条の３ 保険料の賦課額のうち一

般被保険者（法附則第７条第１項に規 般被保険者（法附則第７条第１項に規

定する退職被保険者等（以下「退職被 定する退職被保険者等（以下「退職被

保険者等」という。）以外の被保険者 保険者等」という。）以外の被保険者

をいう。以下同じ。）に係る基礎賦課 をいう。以下同じ。）に係る基礎賦課

額（第１８条の２の規定により基礎賦 額（第１８条の２の規定により基礎賦

課額を減額するものとした場合にあつ 課額を減額するものとした場合にあつ

ては、その減額することとなる額を含 ては、その減額することとなる額を含

む。）の総額（以下「基礎賦課総額」 む。）の総額（以下「基礎賦課総額」

という。）は、第１号に掲げる額の見 という。）は、第１号に掲げる額の見

込額から第２号に掲げる額の見込額を 込額から第２号に掲げる額の見込額を

控除した額を基準として算定した額と 控除した額を基準として算定した額と

する。 する。

(１) 当該年度における療養の給付に (１) 当該年度における療養の給付に

要する費用（一般被保険者に係るも 要する費用（一般被保険者に係るも

のに限る。）の額から当該給付に係 のに限る。）の額から当該給付に係

る一部負担金に相当する額を控除し る一部負担金に相当する額を控除し

た額、入院時食事療養費、入院時生 た額、入院時食事療養費、入院時生

活療養費、保険外併用療養費、療養 活療養費、保険外併用療養費、療養

費、訪問看護療養費、特別療養費、 費、訪問看護療養費、特別療養費、

移送費、高額療養費及び高額介護合 移送費、高額療養費及び高額介護合

算療養費の支給に要する費用（一般 算療養費の支給に要する費用（一般

被保険者に係るものに限る。）の 被保険者に係るものに限る。）の

額、高齢者医療確保法の規定による 額、高齢者医療確保法の規定による

資 料
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前期高齢者納付金等（以下「前期高 前期高齢者納付金等（以下「前期高

齢者納付金等」という。）の納付に 齢者納付金等」という。）の納付に

要する費用の額、保健事業に要する 要する費用の額、保健事業に要する

費用の額、法第８１条の２第１項第 費用の額

１号に掲げる交付金を交付する事業

に係る同条第２項の規定による拠出

金（当該事業に関する事務の処理に

要する費用に係るものを除く。）の

納付に要する費用の額、同条第１項

第２号に掲げる交付金を交付する事

業に係る同条第２項の規定による拠

出金（当該事業に関する事務の処理

に要する費用に係るものを除く。）

の納付に要する費用の額の２分の１

に相当する額並びにその他の国民健 並びにその他の国民健

康保険事業に要する費用（国民健康 康保険事業に要する費用（国民健康

保険の事務（前期高齢者納付金等、 保険の事務（前期高齢者納付金等、

高齢者医療確保法の規定による後期 高齢者医療確保法の規定による後期

高齢者支援金等（以下「後期高齢者 高齢者支援金等（以下「後期高齢者

支援金等」という。）及び高齢者医 支援金等」という。）及び高齢者医

療確保法の規定による病床転換支援 療確保法の規定による病床転換支援

金等（以下「病床転換支援金等」と 金等（以下「病床転換支援金等」と

いう。）並びに介護保険法（平成９ いう。）並びに介護保険法（平成９

年法律第１２３号）の規定による納 年法律第１２３号）の規定による納

付金（以下「介護納付金」とい 付金（以下「介護納付金」とい

う。）の納付に関する事務を含む。 う。）の納付に関する事務を含む。

次号において同じ。）の執行に要す 次号において同じ。）の執行に要す

る費用を除く。）の額（退職被保険 る費用を除く。）の額（退職被保険

者等に係る療養の給付に要する費用 者等に係る療養の給付に要する費用
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の額から当該給付に係る一部負担金 の額から当該給付に係る一部負担金

に相当する額を控除した額、退職被 に相当する額を控除した額、退職被

保険者等に係る入院時食事療養費、 保険者等に係る入院時食事療養費、

入院時生活療養費、保険外併用療養 入院時生活療養費、保険外併用療養

費、療養費、訪問看護療養費、特別 費、療養費、訪問看護療養費、特別

療養費、移送費、高額療養費及び高 療養費、移送費、高額療養費及び高

額介護合算療養費の支給に要する費 額介護合算療養費の支給に要する費

用の額並びに後期高齢者支援金等、 用の額並びに後期高齢者支援金等、

病床転換支援金等及び介護納付金の 病床転換支援金等及び介護納付金の

納付に要する費用の額を除く。）の 納付に要する費用の額を除く。）の

合算額から法附則第７条第１項第２ 合算額から法附則第７条第１項第２

号に規定する調整対象基準額に同号 号に規定する調整対象基準額に同号

に規定する退職被保険者等所属割合 に規定する退職被保険者等所属割合

（以下「退職被保険者等所属割合」 （以下「退職被保険者等所属割合」

という。）を乗じて得た額を控除し という。）を乗じて得た額を控除し

た額（高齢者医療確保法の規定によ た額（高齢者医療確保法の規定によ

る前期高齢者交付金がある場合に る前期高齢者交付金がある場合に

は、これを控除した額） は、これを控除した額）

(２) 当該年度における法第７０条の (２) 当該年度における法第７０条の

規定による負担金（高齢者医療確保 規定による負担金（高齢者医療確保

法の規定による後期高齢者支援金 法の規定による後期高齢者支援金

（以下「後期高齢者支援金」とい （以下「後期高齢者支援金」とい

う。）及び高齢者医療確保法の規定 う。）及び高齢者医療確保法の規定

による病床転換支援金（以下「病床 による病床転換支援金（以下「病床

転換支援金」という。）並びに介護 転換支援金」という。）並びに介護

納付金の納付に要する費用に係るも 納付金の納付に要する費用に係るも

のを除く。）、法第７２条の規定に のを除く。）、法第７２条の規定に

よる調整交付金（後期高齢者支援金 よる調整交付金（後期高齢者支援金

及び病床転換支援金並びに介護納付 及び病床転換支援金並びに介護納付
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金の納付に要する費用に係るものを 金の納付に要する費用に係るものを

除く。）、法第７２条の２の規定に 除く。）、法第７２条の２の規定に

よる都道府県調整交付金（後期高齢 よる都道府県調整交付金（後期高齢

者支援金及び病床転換支援金並びに 者支援金及び病床転換支援金並びに

介護納付金の納付に要する費用に係 介護納付金の納付に要する費用に係

るものを除く。）、法第７２条の５ るものを除く。）、法第７２条の５

の規定による負担金、法第７４条の の規定による負担金、法第７４条の

規定による補助金、法第７５条の規 規定による補助金、法第７５条の規

定による補助金（後期高齢者支援金 定による補助金（後期高齢者支援金

等及び病床転換支援金等並びに介護 等及び病床転換支援金等並びに介護

納付金の納付に要する費用に係るも 納付金の納付に要する費用に係るも

のを除く。）及び貸付金（後期高齢 のを除く。）及び貸付金（後期高齢

者支援金等及び病床転換支援金等並 者支援金等及び病床転換支援金等並

びに介護納付金の納付に要する費用 びに介護納付金の納付に要する費用

に係るものを除く。）、法第８１条 に係るものを除く。）その他

の２第１項の規定による交付金並び

にその他の国民健康保険事業に要す 国民健康保険事業に要す

る費用（国民健康保険の事務の執行 る費用（国民健康保険の事務の執行

に要する費用並びに後期高齢者支援 に要する費用並びに後期高齢者支援

金等及び病床転換支援金等並びに介 金等及び病床転換支援金等並びに介

護納付金の納付に要する費用を除 護納付金の納付に要する費用を除

く。）のための収入（法第７２条の く。）のための収入（法第７２条の

３第１項の規定による繰入金及び法 ３第１項の規定による繰入金及び法

附則第７条第１項の規定による療養 附則第７条第１項の規定による療養

給付費等交付金（以下「療養給付費 給付費等交付金（以下「療養給付費

等交付金」という。）を除く。）の 等交付金」という。）を除く。）の

額の合算額 額の合算額

附 則 附 則

第４条 削除 （平成２２年度から平成２６年度までの
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各年度における一般被保険者に係る基礎

賦課総額の特例）

第４条 平成２２年度から平成２６年度

までの各年度における第１３条の３の

規定の適用については、同条第１号中

「保健事業に要する費用の額」とある

のは「保健事業に要する費用の額、法

附則第２６条第１項第１号に掲げる交

付金を交付する事業に係る同条第２項

の規定による拠出金に相当する額及び

同条第１項第２号に掲げる交付金を交

付する事業に係る同条第２項の規定に

よる拠出金の２分の１に相当する額」

と、同条第２号中「その他」とあるの

は「、法附則第２６条第１項の規定に

よる交付金その他」とする。


